








【収入】 （単位：百万円）

令和２年度
（推定）

旅客運賃
収入 59,459

特別急行料金
等収入 17,340

17,816
【手小荷物収入】

　過去の実績を参考に数量を推定し、実績年度の平均単価を乗じて算出。
  令和2年度　2,850（個数）　×　平均単価　1,032円　≒　3百万円

　令和2年度の手小荷物収入　3百万円

(1) 軌道使用料（軌道修繕費）
　　 軌道修繕単価×業務量で算出。
　　 ※軌道修繕単価は　過去の実績に今後の修繕計画を加味して算出。
　　 ※業務量は、貨物機関車が軌道上を走行するキロ数
　　 令和2年度（上期）312.65千円/ｷﾛ × 3,245,886キロ ≒ 1,015百万円
　　 　　 　　　 　（下期）268.12千円/ｷﾛ × 3,512,957キロ ≒   942百万円
　　　　　　　　　　1,015百万円 ＋ 942百万円 ≒ 1,957百万円　①
(2) 電気関係施設使用料（信号設備修繕費）
　　 信号設備修繕単価×業務量で算出。
　　 ※信号設備修繕単価は　過去の実績に今後の修繕計画を加味して算出。
　　 ※業務量は、貨物列車が軌道上を走行するキロ数
　　 令和2年度（上期）29.003円/ｷﾛ × 3,165,096キロ ≒ 92百万円
　　 　　 　　　 　（下期）27.263円/ｷﾛ × 3,367,207キロ ≒ 92百万円
　　　　　　　　　　92百万円　＋　92百万円　≒　184百万円　②
(3) 電気関係施設使用料（その他）
　　 修繕等の計画を基に算出。
　　 令和2年度　35百万円　③

　令和2年度の鉄道線路使用料収入（①＋②＋③）≒　2,175百万円

【運輸雑収】
　　 厚生福利施設収入、車両使用料収入等、その他運輸雑収については、
　過去の実績に基づき算出。
(1) 厚生福利施設収入　令和2年度　7,413百万円　①
(2) 車両使用料収入等　令和2年度　3,059百万円　②
(3) その他の運輸雑収　令和２年度　5,166百万円　③
　
　令和2年度の運輸雑収（①＋②＋③）≒　15,638百万円

営業外収入

(1) 受取利息及び受取利息以外の雑収入
　　 　 受取利息及び受取利息以外の雑収入については、過去の実績に
　　 基づき算出。
　　 ・受取利息　令和2年度　7百万円　①
　　 ・受取利息以外の雑収入　令和2年度　2,480百万円　②
(2) 経営安定基金運用収入
　　 運用計画を基に鉄道事業以外の事業と案分して算出。
　　 令和2年度　経営安定基金運用収入　21,340百万円
　　　　　　　　　　＋　機構特別債券利息　5,500百万円　≒　26,840百万円
　　　　 　　　　　 ×　鉄道事業の占める割合　92％　≒　24,690百万円　③

　令和2年度の営業外収入（①＋②＋③）≒　27,178百万円

27,178

（注）端数整理のため計が合わない場合がある。 121,792

収入・支出算定方法

算　　定　　方　　法

運輸雑収等

【鉄道線路使用料収入】
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2,175

15,638

　以下において、説明いたします。
　輸送数量の推計について（５～８頁），旅客運輸収入の推計について（９頁）
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【支出】 （単位：百万円）

令和２年度推定

適正コスト 　適正コストについては、１０～１３頁において説明いたします。 62,852

37,132
【車両使用料収入等に係る人件費及び経費相当額】

　 収入に実績年度における鉄道事業の総費用に対する人件費・経費の割合
を乗じて算出。
　※鉄道線路使用料収入は総額計上。
　令和2年度（車両使用料収入 2,742百万円 ＋ 駅共同使用料収入　87百万円
　　　　　＋ 発売手数料収入 230百万円 ＋ 厚生福利施設収入　7,413百万円）
　　　　　× 総費用に対する人件費・経費割合 82.42％ ≒ 8,634百万円
　　　　　8,634百万円 ＋ 鉄道線路使用料収入 2,175 ≒ 10,809百万円

　令和2年度の車両使用料収入等に係る人件費経費相当額　10,809百万円

　平年度実績コストの合計に運賃収入に対する特別急行料金等収入及びそ
の他の運輸雑収の割合を乗じて算出。
　令和2年度 平年度実績コスト　65,231百万円　×
　　　　　　　　（特別急行料金等収入17,340百万円　＋　その他の運輸雑収
　　　　　　　　5,166百万円）÷　旅客運賃収入　59,459百万円
　　　　　　　　≒　24,690百万円
　
　令和2年度の特別急行料金等収入等に係る人件費及び経費　24,690百万円

【車両使用料等に係る減価償却費、諸税、支払利息相当額】
(1) 車両使用料、駅共同使用料、発売手数料に係るもの
　   過去の実績をベースに算定した費用に、実績年度における鉄道事業の
  総費用から人件費及び経費を控除した額の割合を乗じて算出。
　   令和2年度　（車両使用料　1,945百万円 ＋ 駅共同使用料　158百万円
　　  　　　　　　　＋　発売手数料　998百万円） ×総費用に占める人件費・
                     経費以外の割合 18％　≒　544百万円　①
(2) 公団借損料に係るもの
　   過去の実績に基づき算出。　令和2年度　202百万円　②
(3) 新幹線借損料に係るもの
　   過去の実績に基づき算出。　令和2年度　887百万円　③

　令和2年度の車両使用料等に係る減価償却費、諸税、支払利息相当額
　（①＋②＋③）≒　1,633百万円

動力費

(1) 電気動力費・内燃動力費
　  動力費については、運行計画等を基に算出。
　  ・電気動力費　令和2年度　3,450百万円　①
　  ・内燃動力費　令和2年度　2,210百万円　②
(2) その他の動力費
　  石炭、排雪、冷暖房燃料について、過去の実績を基に算出。
　  令和2年度　27百万円　③

　令和2年度の動力費（①＋②＋③）≒　5,687百万円

5,687

賃借料

　鉄道施設等賃借料、リース料、地代家賃等については、過去の実績及び今
後の計画を基に算出。
　(1) 鉄道施設等賃借料　698百万円　①
　(2) リース料　499百万円　②
　(3) 地代家賃等　1,413百万円　③

　令和2年度の賃借料（①＋②＋③）　2,610百万円

2,610

1,633

その他人件
費、経費等

収入・支出算定方法

算　　定　　方　　法

10,809

【特別急行料金等収入等に係る人件費及び経費】

24,690
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